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条例・令和2年度補正予算

と
は
好
ま
し
く
な
い
た
め
、
適
用
期

限
の
令
和
８
年
３
月
30
日
で
当
該
超

過
課
税
を
終
了
す
る
こ
と
。

▼
知
立
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

　

①
給
与
所
得
控
除
及
び
公
的
年
金

等
控
除
の
一
律
引
下
げ
並
び
に
、
基

礎
控
除
の
43
万
円
へ
の
一
律
引
上
げ

に
伴
い
、
国
民
健
康
保
険
税
軽
減
に

係
る
基
礎
額
を
引
上
げ
る
も
の
。

　

②
低
未
利
用
土
地
等
を
譲
渡
し
た

場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
課
税

特
例
創
設
に
よ
る
整
備
を
す
る
も
の
。

　

令
和
３
年
１
月
１
日
施
行
。

▼
知
立
市
都
市
計
画
法
に
基
づ
く
開

発
行
為
等
の
許
可
の
基
準
に
関
す
る

条
例

　

愛
知
県
か
ら
事
務
移
譲
を
受
け
て

い
る
都
市
計
画
法
に
基
づ
く
開
発
行

為
等
の
許
可
に
つ
い
て
、
手
続
の
合

理
化
及
び
迅
速
化
を
図
る
た
め
、
開

発
・
建
築
物
の
新
築
を
行
う
際
の
道

路
幅
員
や
浸
水
想
定
区
域
に
お
け
る

安
全
対
策
等
の
許
可
基
準
を
定
め
る

も
の
。

　

令
和
２
年
12
月
22
日
施
行
。

▼
知
立
市
体
育
施
設
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対

策
と
し
て
、
市
民
体
育
館
の
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
場
と
会
議
室
を
移
設
（
入
れ

替
え
）
さ
せ
る
こ
と
に
伴
い
、
使
用

料
を
改
定
す
る
も
の
。

　

令
和
３
年
４
月
１
日
施
行
。

▼
知
立
市
特
別
職
の
職
員
で
常
勤
の

も
の
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
特
例

を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例

　

市
長
の
給
料
月
額
を
10
％
減
額
す

る
特
例
を
令
和
３
年
３
月
31
日
ま
で

に
延
長
す
る
も
の
。

　

令
和
２
年
12
月
24
日
施
行
。

　

児
童
生
徒
一
人
に
つ

き
１
台
配
備
す
る
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
を
有
効
活

用
す
る
た
め
、
次
の
財

産
を
取
得
す
る
も
の
。

・
名
称　

教
育
用

　

タ
ブ
レ
ッ
ト
周
辺
機
器
（
タ
ッ
チ

ペ
ン
、
キ
ー
ボ
ー
ド
等
）

・
数
量　

一
式

・
契
約
の
方
法　

10
社
に
よ
る
指
名

競
争
入
札
（
落
札
率
99
・
１
％
）

・
取
得
金
額　

５
千
467
万
円

　

本
市
が
設
置
す
る
施
設
に
つ
い
て
、

指
定
管
理
者
と
し
て
次
の
よ
う
に
指

定
す
る
も
の
。

▼
知
立
市
西
丘
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー

　

・
指
定
管
理
者　

西
丘
町
内
会

▼
知
立
市
有
料
駐
車
場

　

・
指
定
管
理
者　

大
成
株
式
会
社

（
名
古
屋
市
）

　

以
上
２
件
の
指
定
の
期
間
は
、
令

和
３
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
８
年

３
月
31
日
ま
で
と
す
る
。

▼
知
立
市
基
金
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

　

知
立
市
市
制
50
周
年
事
業
基
金
を

廃
止
す
る
規
定
の
施
行
の
日
を
令
和

４
年
４
月
１
日
に
変
更
す
る
も
の
。

　

令
和
２
年
12
月
22
日
施
行
。

▼
知
立
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例

　

資
本
金
等
が
１
億
円
を
超
え
る
法

人
に
対
し
て
適
用
し
て
い
る
法
人
市

民
税
の
う
ち
法
人
税
割
部
分
の
超
過

課
税
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を

令
和
８
年
３
月
30
日
ま
で
延
長
す
る

も
の
。

　

令
和
３
年
３
月
31
日
施
行
。

　

コ
ロ
ナ
禍
の
厳
し
い
社
会
情
勢
に

あ
っ
て
、
企
業
へ
丁
寧
な
説
明
を
行

い
、
施
策
の
目
的
へ
の
理
解
を
得
る

た
め
、
条
例
の
施
行
に
当
た
り
、
次

の
事
項
に
関
す
る
措
置
を
要
望
す
る
。

　

①
市
民
及
び
企
業
に
対
す
る
説
明

責
任
を
果
た
す
た
め
、
企
業
へ
の
具

体
的
な
事
業
計
画
等
を
十
分
に
説
明

を
行
う
と
と
も
に
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

等
で
市
民
に
公
表
す
る
こ
と
。

　

②
超
過
課
税
の
目
的
で
あ
る
「
知

立
駅
付
近
連
立
立
体
交
差
事
業
及
び

知
立
駅
周
辺
土
地
区
画
整
理
事
業
の

早
期
実
現
」
の
た
め
に
特
定
の
企
業

に
負
担
を
お
願
い
す
る
に
当
た
り
、

長
期
に
わ
た
っ
て
負
担
を
か
け
る
こ

条　
　
　

例

指　
　
　

定

財
産
の
取
得

開発行為等の許可の基準に関する条例を制定
ー手続の合理化・迅速化のための許可基準を市長が定めるー

法人市民税超過課税の5年間延長を決定
ー改正市税条例施行にあたり附帯決議で市民・企業への説明責任の明確化を要望ー

　令和２年12月定例会は12月１日から21日まで開かれ、条例、補正予算、陳情、議員提出議案など合計39件を
審査しました。主な議案の内容は以下のとおりです。各議案の表決結果は５ページをご覧ください。

【
附
帯
決
議
】（
議
員
提
出
議
案
）
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▼
令
和
２
年
度
知
立
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
10
号
）

　

歳
入
歳
出
を
そ
れ
ぞ
れ
、
２
億
３

千
643
万
８
千
円
を
減
額
し
、
総
額
を

322
億
２
千
617
万
円
と
す
る
。

　

主
な
歳
入
は
以
下
の
と
お
り
。
総

務
費
寄
附
金
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納

税
）
１
千
300
万
円
、
土
木
費
寄
附
金

977
万
３
千
円
、
福
祉
体
育
館
命
名
権

収
入
36
万
６
千
円
増
額
。
財
政
調
整

基
金
繰
入
金
を
２
億
３
千
581
万
５
千

円
減
額
。

▼
令
和
２
年
度
知
立
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
11
号
）

　

歳
入
歳
出
を
そ
れ
ぞ
れ
、
１
千
858

万
９
千
円
を
増
額
し
、
総
額
を
322
億

４
千
475
万
９
千
円
と
す
る
。

　

主
な
歳
入
は
以
下
の
と
お
り
。
国

庫
補
助
金
と
し
て
、
疾
病
予
防
対
策

事
業
費
等
補
助
金
１
千
358
万
９
千
円
。

財
政
調
整
基
金
繰
入
金
500
万
円
増
額
。

　

※
歳
出
の
主
な
も
の
は
（
表
１
）

の
と
お
り
。

　

地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ

り
国
へ
次
の
意
見
書
を
提
出
す
る
。

▼
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靭
化
の
推

進
を
求
め
る
意
見
書

　

地
方
自
治
体
に
お
け
る
国
土
強
靭

化
計
画
の
よ
り
一
層
の
推
進
と
あ
ら

ゆ
る
災
害
の
未
然
防
止
を
図
る
た
め
、

令
和
２
年
度
末
期
限
の
「
防
災
・
減

災
、
国
土
強
靭
化
の
た
め
の
３
か
年

緊
急
対
策
」
の
さ
ら
な
る
延
長
・
拡

充
等
を
、
国
に
強
く
要
望
す
る
も
の
。

▼
不
妊
治
療
へ
の
保
険
適
用
の
拡
大

を
求
め
る
意
見
書

　

不
妊
治
療
を
行
う
人
々
が
、
今
後

も
安
心
し
て
治
療
に
取
り
組
む
こ
と

が
で
き
る
よ
う
、
保
険
適
用
の
拡
大

及
び
所
得
制
限
の
撤
廃
を
含
め
た
助

成
制
度
の
拡
充
等
に
よ
り
、
経
済
的

負
担
の
軽
減
を
図
る
こ
と
等
を
、
国

に
強
く
要
望
す
る
も
の
。

議
員
提
出
議
案

補
正
予
算

（単位：千円、▲は減額）

★職員給与費（特別職・一般職）
★議員給与費（期末手当）
★介護・障害福祉サービス事業者PCR等検査費補助金
★タブレット端末を用いた議会運営等事業
★新型コロナウイルス感染症対策医療機関等支援金
★新型コロナウイルス感染症対策協力金交付事業（休業協力金等）
★都市計画施設整備基金積立金
★修学旅行キャンセル料等支援補助金
★エレベーター改修工事費(竜北中学校)
★市民体育館営繕事業(トレーニング場移設等)
★予防接種事業(新型コロナウイルスワクチン予防接種に
　向けての体制整備)　　　　　　　　　

▲45,392
▲550
3,000

13,158
8,500

▲76,107
9,773

768
4,950

13,019

13,589

一般会計補正予算の概要

（表１） ※各議案の表決結果については5ページをご覧ください。

知立駅前ジオラマ（新林町 松村富美雄様提供作品）


